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事業内容 再生可能エネルギー普及事業

・自家消費型太陽光発電

・営農型太陽光発電

コインランドリー事業



弊社が運営する営農型太陽光発電設備の種類（電力取引形態での区分）

①全量売電型（FIT制度）

発電分全てを電力会社が買取する。

②PPA型

１）発電事業者から需要家が直接、相対取引で電力を購入する。

２）発電事業者から電気小売事業者を介して需要家が直接、相対取引で電力を購入する。

③自家消費型

発電分全てを現地で需要家が消費する。（商用側に逆潮流はさせない）



事例１ ※補助事業対象外

駒ケ根市赤穂
営農型発電所(全量売電型)

名称 ： 営農型売電発電所

方式 ： FIT制度を利用した全量売電

設備 ： 太陽光パネル 405W×174枚

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ 49.9kW×1台

連系点 ： 中電柱（3Φ3W200V）

2021年施工

栽培作物 ： ブルーベリー（ポット栽培）

注意点 ： 計画段階で農地法の件系と電力

協議とを同時並行で行う必要がある。



事例２ ※補助事業対象外

駒ケ根市中沢大曽倉
営農型発電所（PPA型）

名称 ： 営農型売電発電所

方式 ： コーポレートPPA方式を利用した

全量売電

（発電事業者 → 新電力 → 需要家）

設備 ： 設備容量49.5kW×5か所

1箇所分の設備 ： 太陽光パネル 455W×216枚

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ 49.9kW×10台

連系点 ： 中電柱（1Φ3W200V）

2021年施工

栽培作物 ： 南天

注意点 ： 計画段階で農地法の件系と電力協議

とを同時並行で行う必要がある。



事例３ ※環境省補助事業採択案件

有限会社サンケイ技研 様
自家消費型太陽光発電所

名称 ： 営農型・自家消費太陽光発電所

方式 ： 工場隣地の農地を使用し、自営線に

より供給するPPA方式

設備 ： 太陽光パネル 455W×268枚

ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ 50.0kW×2台

連系点 ： 工場キュービクルの低圧動力盤

2023年施工

栽培作物 ： ブルーベリー（ポット栽培）

特徴 ： 発電設備の設置場所が農業振興地域の

農地であったため、営農型太陽光発電

を行っている点。

注意点 ： 計画段階で農地法の件系と電力

協議とを同時並行で行う必要がある。





場所の確保
（営農地）

•自己所有
•借地（賃貸借契約）

•住民説明会
の実施

•農地転用の
許可申請

電力取引形態

•FIT（全量売電）
•PPA（需要家と
の契約）

•自家消費

営農

• 農作物の選定
• 農業委員会と
の事前協議

•圃場管理、収穫等
• 年度毎に自治体
へ収穫量を報告

注意点
• 設備費が割高に
なる（架台、農業
用資材、苗等）

• 売電単価が下
がっている

• 収穫量は地域
反収の8割（育
苗期間は不要）

取組のステップ



農地では農地法により通常の野立ての太陽光発電
設備を設置することが出来ない。
※許可申請が通らない（農業振興地域）

営農型では農地の一部転用により実施可能
(転用面積＝架台支柱1本辺りの面積×本数分)

なぜ「営農型」太陽光発電なのか？



高騰している電気料金対策、企業等の
CO₂排出削減対策として

売電期間の定めは契約次第で長期に
設定できる（PPA方式）

設備の設計によっては利回りの良い
自家消費の設備となる

導入のメリット



自家消費率のシミュレーションの例
設備投資の費用対効果を最大にするために大切なのが
①過積載率 と ②自家消費率 の２点である。
過積載率 ： パワーコンディショナーの容量と太陽電池パネル容量との比が １：１．５ 近辺が理想。
自家消費率 ： 過積載率 が一定の場合、自家消費率が高い方が、より費用対効果が高いと言える。

理想的なパターン

設備が過剰なパターン



営農型太陽光発電の普及の為には自家消費型の営農型発電所がお勧めであり、
地方には需要家に隣接している農地が多数あるため、需要家・発電事業者・地主の
3者が手を取り合って話し合えれば実行可能である。

また、中山間地域での過疎化や高齢化に伴い、耕作放棄地や荒廃農地が深刻な問題と
なっているが、その様な農地の活用方法としても有効である。

①最適な過積載率と②高い自家消費率の設備を設計すれば、利回りの良い設備投資と
なり、尚且つ補助金の活用等も組み合わせることで導入し易くなる。

需要場所と設備設置場所を弊社にご相談いただければ現地調査の上、
自家消費率シミュレーションを含めた実行可否のご提案が可能です！



ご清聴ありがとうございました

Email  :  diversitys.oshima@gmail.com


